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再処理の事業費
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出所：日本原燃株式会社(2018)「公開版六ヶ所再処理施設における新規制基準にたいする適
合性 【再処理の事業目的等】」8月8日（資料2） 4



拠出金単価
＝再処理等に係る拠出金単価(573円/g)
＋再処理関連加工に係る拠出金単価
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再処理費用について

•再処理総事業費は増加している。

•新規制基準対応、そのほかの設備投資がその要因である。

•現行の再処理事業は、操業開始後約40年で費用を回収するとい
う事業モデルである。これにもとづいて拠出金単価が決められ
ている。

＜問題＞

•再処理単価は今後どうなるのか?

•費用回収しうるのか?

→ 800トン×40年間（操業期間）＝32000トン と想定して試
算してみる。
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使用済核燃料の量をざっくり試算する

• 新規制基準適合性審査申請している既存原発＋大間・島根3号機が
2021年度に全て稼働。（60年運転認可原発含む）

• 設備利用率70%、燃焼度40000MWd/tとする。

貯蔵量

今後発生
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使用済核燃料の貯蔵方法

出所：https://www.fepc.or.jp/resource_sw/124040200_2_l.jpg

8

https://www.fepc.or.jp/resource_sw/124040200_2_l.jpg


再処理量減少の再処理拠出金単価への影響

• 40年で32000トン処理することを前提に再処理拠出金単価は決
めれていた。

• 28000トンしか使用済燃料がなければ、費用は回収できない。

•したがって、再処理拠出金単価を引き上げる必要がでてくる。

→ では、いったいどれくらい？

•固定費と変動費がどれくらいかによる。
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計算にあたって

• 使用済燃料再処理機構が発表する再処理事業費は、費用項目が粗く試算には役に立たな
い。

• 使用済燃料再処理機構が発表する再処理事業費は、原子力発電・核燃料サイクル技術等
検討小委員会（2011）の計算が基礎になっていると考えられる（事業費が一致してい
る）。

• しかし、原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会（2011）も詳細データが掲載
されていない。

• 原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会（2011）は、電気事業連合会（2004)
の方法に基づいている。また、電気事業連合会（2004）が資料がもっとも細かい。大元
は、電気事業連合会（2004）である。

• そこで、これらを総合して試算することにする。

• データが限られているのでラフな計算であることに注意。（あまり大きくは変わらない
と思われる。）
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原子力委員会事務局編（2011）「核燃料サイクルコストの試算」10月11日（原子力発電・核燃
料サイクル技術等検討小委員会(第1回）、資料第2号, p.18

v
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再処理の事業費
3.8兆円に増
加2004年試算の3.37兆円に相当

5.68兆円部分に相当
7.5兆円に増加
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7.5兆円に増加

3.8兆円に増加

9.05兆円

11.3兆円
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再処理の事業費



電気事業連合会(2004)「再処理施設の操業費用について」1月（電気事業連合会「原子燃料サイクルのバックエ
ンド事業コストの見積もりについて」1月、資料1-1)、p.43

電気事業連合会（2004）よる
操業費の内訳
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電気事業連合会(2004)「再処理施設の操業費用について」1月（電気事業連合会「原子燃料サイクルのバックエ
ンド事業コストの見積もりについて」1月、資料1-1)、p.44
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電気事業連合会(2004)「再処理施設の操業費用について」1月（電気事業連合会「原子燃料サイクルのバックエ
ンド事業コストの見積もりについて」1月、資料1-1)、p.27
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電気事業連合会(2004)「再処理施設の操業費用について」1月（電気事業連合会「原子燃料サイクルのバックエ
ンド事業コストの見積もりについて」1月、資料1-1)、p.38
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電気事業連合会(2004)「再処理施設の操業費用について」1月（電気事業連合会「原子燃料サイクルのバックエ
ンド事業コストの見積もりについて」1月、資料1-1)、p.40
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電気事業連合会(2004)「再処理施設の操業費用について」1月（電気事業連合会「原子燃料サイクルのバックエ
ンド事業コストの見積もりについて」1月、資料1-1)、p.41
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5.68兆円の内訳

電気事業連合会（2004）よる操業費の内訳→これをつかって2019年の費用構造を推計する

きれいに書き直すと以下のようになる。

20



7.5兆円を電事連（2004）の費用構成に応じて按分する
※ベージュ色が配分後の数値
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出所：筆者作成。



使用済核燃料が減ったらコストが
どれくらい下がるか
•再処理する使用済核燃料が減れば、コストも下がるハズ。

•ではどれくらい下がるのか？

•問題は、再処理はほとんどが固定費であること。固定費と変動
費を区分する必要がある。

→ というわけで、固定費と変動費をざっくり区分する。

（細かいデータは、電気事業連合会（2004）にしかない。）

※ これを再処理とMOX加工、両方について考える。
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5.68兆円の内訳

固定費

固定費

固定費

変動費

固定費
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固定費

固定費

変動費

固定費

固定費

詳細データが無いので、電事連（2004）にしたがって費用を按分する
※ベージュ色が配分後の数値
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再処理量が減っても、再処理施設操業費用はほとんどかわらないだろう。

固定費はそのままにして、使用済核燃料の量にしたがって変動費を変化させる。
（※新規制基準適合性審査申請をしている全ての原発を2021年に稼働させ設備利用率70％で動かす場合）
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同じく、電気事業連合会（2004）では、MOX燃料加工事業の総費用の内訳が記載されている。

電気事業連合会(2004)「MOX燃料加工事業費用について」1月（電気事業連合会「原子燃料サイクルのバック
エンド事業コストの見積もりについて」1月、資料1-3)、p.19

固定費

固定費

変動費

固定費

一部変動費
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固定費

固定費

固定費

電気事業連合会(2004)「MOX燃料加工事業費用について」1月（電気事業連合会「原子燃料サイクルのバックエンド事業コ
ストの見積もりについて」1月、資料1-3)、p.19
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MOX燃料加工事業



電気事業連合会(2004)「MOX燃料加工事業費用について」1月（電気事業連合会「原子燃料サイクルのバック
エンド事業コストの見積もりについて」1月、資料1-3)、p.22

一部変動費
→変動費とする

固定費

固定費

変動費

一部変動費
→変動費とする
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固定費はそのままにして、使用済核燃料の量にしたがって変動費を変化させる。
（※新規制基準適合性審査申請をしている全ての原発を2021年に稼働させ設備利用率70％で動かす場合）

再処理量が減っても、MOX燃料加工事業の総費用はほとんどかわらないだろう。
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再処理費用が回収できない

•再処理拠出金単価は32000トン再処理を前提として決められて
いる。

•したがって、処理量が28000トンになると、4000トン分回収で
きなくなる。

•一方、費用は、ほとんど減らない。

•つまり、再処理費用が回収できなくなる。

→ いくら回収できなくなる（不足する）のか？
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再処理の事業費

合計15.38兆円
を拠出金で回
収しようとし
ていると想定
する
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再処理費用が不足する

• 再処理拠出金単価は32000トン再処理を前提として決められている。

• したがって、処理量が28000トンになると、4000トン分回収できな
くなる。

• 15.38兆円 ×
4000

32000
＝ 約 2 兆円 収入がへる。

• これは、あくまで2021年度から新規制基準適合性審査申請している
原発が、2021年度から全機再稼働する、という原発に最も有利な、
ありえない想定をしての話である。
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34

原子力資料情報室の松久保肇氏は、同
様の問題を2019年8月に指摘。
https://cnic.jp/8642

https://cnic.jp/8642


再処理費用が不足したらどうなるか

1）拠出金単価を上げて原子力事業者から回収する。

→ そもそも、32000トンが再処理されることを前提としている
から、このままだと見て見ぬふりで値上げはしないだろう。

※ すでに再処理費用は、無視できない高さになっているのでま
すます値上げしない可能性が高い。

2）国民負担への道

→ いつのまにか、不足分を何らかの形で薄く広く消費者に転嫁
する可能性がある。（むしろそのやり方が常套手段となってい
る。）
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原発再稼働は現実には進まない、廃炉が
増える
•原発のコスト自体が高くなっており、再稼働が進まない可能性
がある。

•再稼働しようとしても、追加的安全対策、特重施設の設置など
で、稼働が遅れる。（→設備利用率が低くなる。）

•再稼働が進まないこと＝設備利用率が下がること として、関
係をみてみる。
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兆円

原発の設備利用率

原発が再稼働できない→ますます不足額が多くなる
もともと破綻している再処理だが、破綻は必定の状態になる。（すでにどんなにがん
ばっても無理だが。）

37



もう一つのリアルな破綻への道。
再処理施設が想定通り動かなかったら？
• 再処理施設は、固定費が多く、変動費が少ない。

• 再処理施設の稼働率が下がっても、固定費は減らないので、再処理コスト
はあまり減らない。

• 仮に、再処理量が少なくなると、

再処理で得られる収入 ＝ 再処理拠出金単価 × 再処理量

だから、再処理量が減ると、再処理で得られる収入が減る。

• そのため、日本原燃は収入不足に陥る。

• 一体いくらくらい？ → 800トン/年を稼働率100％と想定しておく。
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兆円

再処理施設の稼働率39



再処理費用が不足したらどうなるか

1）拠出金単価を上げて原子力事業者から回収する。

→ 800トン/年を前提としており、前提を見直したりはしない
から、このままだと見て見ぬふりで値上げはしないだろう。

2）国民負担への道

→ いつのまにか不足が顕在化する。結局、不足分を何らかの形
で薄く広く消費者に転嫁する可能性がある。（原子力政策の世界
では、やり方が常套手段である。）
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現実には2つのケースの複合になる

• 原発再稼働が進まない

• 再処理施設が予定通り動かない

→ いずれのケースも費用が不足する。

→ 将来の費用負担増となる。

再処理の事業モデルは完全に破綻している。

→ 国は一体何を考えているのだろう？（何も考えていないのだろう
か？
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資源エネルギー庁「エネルギー白書2019」（https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2019html/）

ウラン価格は下がっている
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136米ドル/ポンドU3O8
(2007年6月)

7.1米ドル/ポンドU3O8
(2000年11月～12月)

63.5米ドル/ポンドU3O8
(2011年3月)

チェルノブイリ事故
(1986年4月)

出典：International Monetary Fund「IMF Primary Commodity Prices」を基に作成
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出所：『日本経済新聞』社説（2016年1月14日）

日経の社説は問題点もあるが、最後にいいことを言っている。
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新規制基準適合性審査

• 2018年8月8日ヒアリング
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費用回収について
再処理機構が拠出金
で費用を確保する。
日本原燃は再処理機
構から支払いを受け
る。
→ だから費用回収
できる・・

日本原燃は、再処理
機構と役務契約を締
結している。
→ だから費用回収
できる・・

再処理機構がやるか
ら大丈夫という論理

出所：日本原燃株式会社(2018)「経理的基礎に関する説明」p.3
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MOX燃料加工事業についても・・
再処理機構が拠出金で費
用を確保する。
日本原燃は再処理機構か
ら支払いを受ける。

→ だから費用回収でき
る・・

再処理機構がやるから大丈
夫という論理

出所：日本原燃株式会社(2018)「経理的基礎に関する説明」p.5

再処理機構が公表した「再処
理等の事業費」に含まれる費
用なので、回収可能。

→ ・・・
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再処理費用負担の仕組み

経営状態の悪化で再処理できなくなる
＝正常な市場シグナル
→これを断ち切ってしまったのが今の制度
〜まともな判断ができなくなっている。 47



まとめ

1. 再処理事業費は莫大な上に、増えてきている。

2. 再処理事業モデルは32000トンの使用済核燃料を40年で再処理するとい
うプランを実施できて初めて成立する。

3. 再処理費用は、不足する。

• 発生する使用済核燃料が32000トンを下回る。

• 再処理工場がフル稼働するとは限らない（歴史的に見てうまくいった
ことが一度も無い。）

4. 再処理計画・事業は破綻している。にもかかわらず、市場シグナルが働
かない状態になっている。（政府の失敗）

5. 一刻も早く、再処理計画を見直さなければならない。負担は将来の子供
たちが負うことになる。
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